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フランス法における表見理論の研究
一権利者であるとのcroyanceについて一
上　井　長　久
　契約（contrat）が信頼（confiance）できない場合が
生じてきている。信頼の維持こそ契約の命であるの
に，それを崩壊させるような事態が生じている。この
原因は，物資の取引をもくろむ契約にその例をとれ
ば，物資が豊富になり，生活上一般には重要な財産で
も転々流通され，お金さえあれば何でも入手できるよ
うになり，物へのこだわりが薄れてきたこと，及び，
本来，物資は利用の側面から捉えられていたのに，価
値的利用ないし，お金もうけの側面から捉えられるこ
とが増えてぎたことなどにもよる。従来から契約当事
者間の信頼は，破られることがあることは予想されて
いることであり，その破られた信頼から生ずる損害は
債務不履行により賠償されるものたされてきた。この
ような救済措置の機能を否定するものではないが，さ
らに一段と救済を強める措置も必要であると思われ
る。その措置が，すなわち権利者であるとのcroyance
ないしconviction（確信）に法創造的効力（force
cr6atrice　de　droit）を認めることである。
　そもそも物権にしろ債権にしろ，それの権利者であ
るということは，権利者自身がその権利を持っている
ことを確信し，かつ，他人も一般的に，このように確
信していることによっている。この確信は，権利者と
見れるに必要な法律上の種々の事実要素に基づき，そ
の事実要素を法律上，正当に判断することによって生
ずる。確信に至る法律上必要な事実及びその判断ない
し意見（opinion）は，もとより時代の社会，経済等の
文化ないし風土により異なる。
　ところで，その確信が，その時代に一般に必要な一
定範囲の事実およびその判断に基づくものであり，か
つ，その限りにおいて真実（v6rit6）であっても，さら
に拡大し，ないし精緻に判断すると真実でないという
ことが起こりうる。これが，いわゆる誤信（fausse
croyance）である。このような誤信は，民事事件につ
いての裁判においても，当事者が挙げた証拠によって
裁判官が判断する以上，同じく生ずることがある。た
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とえ虚構の上に築き上げられた確信すなわち誤信であ
っても，その時代に一般的に必要な一定範囲の事実お
よびその正当な判断に基づくものである限り真実とし
て，その通りに法的効力を認められると思われる。表
見代理及び表見所有など認める表見理論において一般
的誤謬（erreur　commune）が脚こ値するというのは，
以上の意味において用いられていると解する。
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